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令和３年度地方公共団体における「少子化対策地域評価ツール」を活用した「地域アプローチ」による少子化対策の
推進に関する調査研究事業シンポジウム

「地域アプローチ」による

少子化対策の推進に向けて
～地方公共団体の実践事例を通じた少子化対策への取り組み方のヒント～

2022年2月21日（月）13:30～15:45

オンライン シンポジウム

主催：内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

委託事業事務局：株式会社NTTデータ経営研究所



「地域アプローチ」モデル事業の概要
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「地域アプローチ」による少子化対策とは？

各地方公共団体が、結婚、妊娠・出産、子育てに関わる地域ごとの課題を明確化し、オーダーメイ

ド型の少子化対策取組を分野横断的に展開するものです

 少子化対策を進めるには、国における経

済的負担の軽減（幼児教育・保育の無償

化等）や働き方改革（長時間労働の是正

等）などの取組に加えて、地方創生の観

点からの取組を推進する必要があります。

 出生率や出生率に関連する各種指標の状

況は地域によって異なっており、その要

因や課題等は多くの分野にまたがってい

ると考えられます。このため、各地方公

共団体において、結婚・出産・子育てに

関する課題を明確化し、地域の実情を踏

まえたオーダーメイド型の取組を分野横

断的に展開する「地域アプローチ」が必

要です。

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 地域少子化・働き方指標
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なぜ少子化対策に「地域アプローチ」が必要か？

地域に応じて出生率や関連する各種指標の状況が異なっており、その要因や住民の抱える

課題も地域応じて異なるため、少子化対策には「地域アプローチ」が必要です

（出典）京都府 地域子育て環境「見える化」ツール

多くの地方公共団体において、少子化対策を進め

ているところですが、合計特殊出生率をはじめと

する各種指標は地域によって異なっています（右

図参照）。この指標に影響を及ぼす住環境や住民

の抱える課題なども地域によって異なります。

そこで、地域の実情や課題に応じた対策を取るこ

とで、子どもを産み・育てたい若い世代を支える

地域社会の実現を目指していくことが少子化対策

を進めるうえでは必要です。

この地域社会を実現するためには、各地方公共団

体が中心となって、わがまちの少子化の要因は何

かを的確に把握し、わがまちの課題を解決するた

めの対策を検討していく“地域アプローチ”の実践

が求められます。
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少子化対策地域評価ツールとは？

内閣官房では、地方公共団体向けに、「地域アプローチ」に沿った検討の手順や検討にあ

たって参照すべき指標例などをまとめた「少子化対策地域評価ツール」を作成しています

内閣官房で作成した「少子化対策地域評価ツール」は、「地域アプローチ」に沿った検討の手順を取りまとめた本体資料と、

地域に特有の課題を検討する際に参照する指標例等をまとめた「地域評価指標のひな型」および「ひな型の使い方」の3つ

の資料から構成されています。

少子化対策地域評価ツール
（改訂：2021年4月）P.3より

地域評価指標のひな型

少子化対策地域評価ツールで示す

「②客観的指標の分析による地域特性の

見える化」を行う際の補足資料

賑わい・生
活環境

家族・住生
活

地域・コ
ミュニティ

医療・保健
環境

子育て支
援サービ
ス

働き方・男
女共同参
画

経済・雇用

合計特殊
出生率（ベ
イズ推計
値）

未婚率（女
性）（25～
39歳）

未婚率（男
性）（25～
39歳）

有配偶出
生率（15～
49歳）

合計特殊
出生率内
訳：第１子

合計特殊
出生率内
訳：第２子

合計特殊
出生率内
訳：第３子
以降

50201 A市 44.9 44.7 49.5 48.5 46.2 54.2 54.1 43.4 51.3 51.5 53.7 51.9 47.2 43.9
50202 B市 52.7 46.6 46.5 53.5 46.3 51.9 57.6 51.9 52.6 47.1 53.0 55.3 49.9 45.6
50203 C市 47.8 48.6 48.4 49.5 50.2 51.5 52.3 39.7 43.0 53.5 57.4 49.4 57.8 43.9
50205 D市 58.0 34.3 49.9 57.5 58.6 50.5 46.0 54.3 52.8 59.4 56.3 57.0 63.1 42.2
50206 E市 52.9 41.0 54.0 45.8 47.0 41.9 49.6 49.5 56.2 55.6 50.6 52.8 49.9 37.1
50207 F市 51.0 56.0 46.0 44.8 47.5 53.1 47.7 56.7 57.2 53.7 51.5 56.2 57.8 49.0
50208 G市 53.8 45.4 48.0 50.7 58.9 52.3 48.0 43.4 53.5 56.9 53.8 46.0 55.1 43.9
50209 Ｈ市 45.4 51.3 48.4 43.1 51.7 50.2 49.8 54.3 54.8 58.5 33.3 40.9 68.3 71.0
50210 Ｉ市 48.0 51.5 45.1 45.5 50.8 45.9 47.8 57.9 58.7 59.4 53.3 56.2 47.2 38.8
50211 J市 46.3 48.7 46.3 45.8 51.1 50.0 52.9 45.8 34.4 40.9 47.5 46.9 28.7 57.5
50303 Ｋ町 58.7 59.7 61.4 68.9 46.9 54.5 53.8 65.2 50.6 52.2 62.0 57.0 31.4 43.9
50304 Ｌ町 57.6 53.3 57.1 44.2 50.8 49.9 50.7 43.4 48.1 35.9 51.6 55.3 41.9 45.6
50305 Ｍ町 60.0 44.3 54.8 61.8 42.7 52.6 40.7 43.4 39.8 45.8 42.6 40.1 49.9 60.8
50306 Ｎ町 43.5 48.6 45.0 41.6 50.3 41.3 41.9 48.2 53.5 46.0 55.3 52.8 55.1 49.0
50341 Ｏ町 47.5 44.8 46.7 52.1 50.6 50.1 57.7 31.3 20.4 28.9 18.4 31.6 49.9 54.1
50342 Ｐ村 47.5 42.3 49.1 49.6 41.4 47.0 52.1 36.1 44.2 45.2 50.5 35.0 57.8 45.6
50343 Ｑ村 54.6 54.4 48.1 47.2 51.8 49.3 49.0 54.3 62.6 59.6 47.9 50.3 55.1 59.1
50344 Ｒ村 43.6 60.1 45.7 49.3 53.9 51.8 56.2 62.8 47.2 31.8 49.0 47.7 52.5 60.8
50345 Ｓ村 46.8 59.7 61.7 55.1 54.8 51.9 45.5 73.7 67.0 70.4 67.6 79.0 49.9 37.1
50561 Ｔ村 39.3 64.6 48.5 45.6 48.5 50.1 46.7 44.6 51.8 47.7 44.8 38.4 31.4 71.0

50 50 50 50 50 50 50 ※未婚率は逆向きの偏差値としている（未婚率が低いほど偏差値は高い）

レーダーチャート作成用
↓番号（地方公共団体コード）を入力すると市町村名および数値が自動的に変わり、右のレーダーチャートに反映されます
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画

経済・雇用

合計特殊
出生率（ベ
イズ推計
値）

未婚率（女
性）（25～
39歳）

未婚率（男
性）（25～
39歳）

有配偶出
生率（15～
49歳）

合計特殊
出生率内
訳：第１子

合計特殊
出生率内
訳：第２子

合計特殊
出生率内
訳：第３子
以降

県下市町村平均 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0
50201 A市 44.9 44.7 49.5 48.5 46.2 54.2 54.1 43.4 51.3 51.5 53.7 51.9 47.2 43.9
50304 Ｌ町 57.6 53.3 57.1 44.2 50.8 49.9 50.7 43.4 48.1 35.9 51.6 55.3 41.9 45.6

分野別偏差値 合計特殊出生率等
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地域評価ツール本体
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「地域評価指標のひな型」の

活用マニュアル
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令和3年度モデル事業概要

令和3年度モデル事業では、地域の実情に応じた対応策を検討す

るため、地域アプローチに沿った課題分析から対応策案の検討ま

での一連の検討プロセスを実施

6市町・3府県で「地域アプローチ」の検討プロセスを実践するモデル事業を行いました

令和3年度モデル事業では、地域アプローチによる課題分析から対応策の検討までのプロセスを中心に実践しました。

令和3年度モデル事業では、モデル市町が調査・検討を行う“実

践”と、モデル都道府県やアドバイザーが実践内容に対する

フィードバックを行う“ワーク”を繰り返しながら検討を進めるプ

ログラムを実施

実 施 内 容 実 施 体 制

STEP 4

希望の実現に
向けた取組

（対応策案）

を考える

STEP 3

希望の実現に
向けた課題を
分析する

STEP 2

問いを立てて
情報を集める

STEP 1

わがまちの
基本的な特徴を

つかむ

Action
改善

Check
検証

Do
具体化・

実施

Plan
課題分析・

対策検討

地域アプローチの検討プロセス

モデル事業での実施内容

実践

ワーク

上越県・加茂市・宇治市・

宮津市・安芸市・土佐町

新潟県・京都府・高知県

モデル市町

モデル都道府県

有識者
（アドバイザー）

事務局
（NTTデータ経営研究所）
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地方公共団体による少子化対策の目指す姿

参考：少子化社会対策大綱における基本目標

「希望出生率1.8」の実現に向け、令和の時代にふさわしい環境を整備し、国民が結婚、妊娠・出産、子育てに希望を見出せるとともに、男女が互いの

生き方を尊重しつつ、主体的な選択により、希望する時期に結婚でき、かつ、希望するタイミングで希望する数の子供を持てる社会をつくる（結婚、妊

娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定に基づくものであり、個々人の決定に特定の価値観を押し付けたり、プレッシャーを与えたりすることがあっ

てはならないことに十分留意）

“子どもを産み・育てたい”という希望を見出し、実現できる地域社会をつくることが重要

です

少子化の主な原因は、未婚化・晩婚化、有配偶出生率の低下ですが、その背景には、個々人の結婚や出産、子育ての希望の

実現を阻む様々な要因があります。そのために、地方公共団体においては、子どもを産み・育てたい世代の希望を実現する

ために、地域におけるニーズや課題を把握し、地域の関係者とともに希望の実現を支えていくことが必要です。

市町村

産業セクター 福祉セクター

市町村職員

地域社会
ニーズ・課題

を知る

個人と地域の
課題をつかむ

地域への
共有・協働・支援

若い世代を
支える

地域ニーズに応じた政策を立案

都道府県・
支援機関

実情・課題を
的確に把握

課題に応じた
支援策の展開

地域コミュニティ

子供を産み・育てたい
若い世代
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出生数に関わる基本指標に影響を与える様々な要因

出生数に係る背景要因を踏まえ、多角的な観点からの検討が必要です

結婚・出産や転出入の特徴（周辺市町村より高い／低い等）は、様々な要因が影響してその結果になっている可能性があり

ます。この出生数に関わる基本指標に影響を与える主な要因として、賑わい・生活環境、家族・住生活、地域・コミュニ

ティ、医療・保健環境、子育て支援サービス、経済雇用、働き方・男女共同参画の7つの分野が挙げられます。

• 若年層の転出入
（進学・就職など）

• 子育て世代の結婚

等による転出入

• 結婚に関する指標

• 出産に関する指標

出生数に関わる基本指標の枠組み

女性の数

出 生 数

出生率

少子化対策地域評価ツール

②客観的指標の分析による地域特性の見える化（P.12）参照

基本指標に影響を与える主な要因

賑わい・

生活環境
家族・

住生活

地域・

コミュニ

ティ

医療・

保健環境

子育て

支援

サービス

働き方・

男女共同

参画

経済雇用
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▽地域評価ツールの5つの検討事項ごとの取組プロセス

8月 10月 12月 2月6月～

令和3年度モデル事業の流れ

関係各課との調整

既存データ整理

課題仮説の検討

対応策の方向性検討

①検討体制

②客観分析

③主観調査

④課題分析

⑤対応策検討

関係各課との共有・検討

課題と対応策のブラッシュアップ

各課との意見交換・各課と連携した情報収集

フィールドワーク（関係者インタビュー、地域資源探し等）

追加調査・データ収集

課題仮説の検証 課題の設定・検証・見直し

モデル事業
の進め方

合同
ワーク

府県別
ワーク

府県別
ワーク

シンポ
ジウム

次年度へ…

STEP 4

希望の実現に向け
た取組を考えよう

STEP 3

希望の実現に向けた
課題を分析しよう

STEP 2

問いを立てて
情報を集めよう

STEP 1

わがまちの基本的な
特徴をつかもう

事前準備

検討のプロセスを通じた庁内外の協力体制の構築

実践
市町村

個別作業

実践
市町村

個別作業

実践
市町村

個別作業

実践
市町村

個別作業

地域アプローチの検討の進め方

令和3年度モデル事業の基本的な進め方

地域アプローチは、大きく4つのステップに沿って検討を進めていきます。

検討と並行して少しずつ庁内連携等を行い、協力体制の構築も進めていきます


